（サンプル）販売店契約書

○○○○株式会社（以下「甲」という。）と○○○○商店（以下「乙」という。）は、以下のとおり、販売店契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（販売店の指定）

甲は、乙を甲の販売店として指定するものとし、乙はこの指定を引き受ける。

２　甲は、乙に対し、甲の製造販売する○○の製品（以下「本件製品」という。）を継続的に売渡し、乙はこれを買受けた上で、本契約に基づき、甲の「販売店」である旨の表示をして販売することができるものとする。

３　前項の販売店の表示方法について、甲より別途詳細に定めた明細書による指示がある場合には、乙はこれに厳格に従うものとする。

第２条（範囲）

乙は、現在の乙の本店（住所○○○○○）において、本件製品の販売を行うものとする。

２　乙は、新規に事務所、支店等を開設することにより、新たな甲の販売店として営業を開始する場合、事前にその旨を甲に通知し、別途契約を締結しなければならない。

　

第３条（製品の販売）

乙は、自己の名において本件製品を販売するものとし、広告、看板等において、甲の販売店である旨の表示をする。

第４条（製品の発注）

乙は、毎月月末迄に、翌月分の本件製品の購入数量を所定の注文書により通知し、甲に対し発注するものとする。なお、甲乙間における本件製品売買価格（仕切価格）は、別途協議して定めるものとする。

２　甲が、前項の注文書受領後○日以内に変更の申立をしなければ、甲乙間において、注文書通り売買契約が成立したものとみなす。

第５条（製品の検収）

乙は、自ら発注した本件製品を受領する際、事前に取り決めた検収基準に従い点検した上、合格した物のみ受け入れるものとし、当該受領した本件製品については、直ちに受領書を交付するものとする。

２　乙は、前項の受領書交付後は、本件商品を甲へ返品することはできないものとする。ただし、本件商品に隠れた瑕疵が見つかった場合で、受領後○ヶ月以内に、乙が甲に対し書面で当該瑕疵を通知した場合はこの限りでない。

第６条（代金支払）

本件商品の代金は、前条の受領書交付後○日以内に、乙より甲に対し振込む方法により支払うものとする。

第７条（秘密保持）

乙は、本契約締結後、本件製品を含む、甲の製造販売する商品について知り得た営業上及び技術上の秘密を第三者に漏洩してはならないものとする。

第８条（契約期間）

本契約の有効期間は、本契約締結の日から○年間とする。ただし、当該有効期間満了の１ヶ月前までに当事者のいずれからも書面による変更または解約の申し入れが無い場合は、本契約は同一条件にて○年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。

第９条（合意管轄）

本契約に関する紛争の管轄裁判所は甲の本店所在地を管轄する裁判所とする。

以上、本契約成立の証として本書2通を作成し、甲乙各自1通を保有する。
平成○○年○○月○○日

（甲）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印

（乙）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印
【代理店契約書式】

（サンプル）代理店契約書

株式会社○○○○（以下「甲」という。）と○○○○株式会社（以下「乙」という。）とは、以下のとおり、代理店契約（以下「本契約」という。）を締結する。

　

第１条（代理店の指定）

甲は、乙を甲の代理店として指定するものとし、乙はこの指定を引き受ける。

２ 乙は、甲の製造販売する○○の製品（以下「本件製品」という。）の販売にあたり、甲の代理店である旨を明確にするため、所定の表示をしなければならないものとする。

３　前項の代理店の表示方法について、甲より別途詳細に定めた明細書による指示がある場合には、乙はこれに厳格に従うものとする。

第２条（代理の範囲）

本契約に基づき、乙に認められる、甲の代理人としての権限（以下「代理権」という。）の範囲は、原則として、乙と、乙の取引先との間における以下の各号の行為に限られるものとする。

（1）本件製品及び本件製品の売買に関する契約の締結に関する説明

（2）本件製品の納入、配送及びこれらの管理

（3）代金の請求及び受領

（4）その他上記に付帯関連する業務としてあらかじめ甲の指定した業務

第３条（代理店の業務）

乙は、甲に対し、甲の代理店として以下の行為をしなければならないものとする。

（1）取引先との個別売買契約書等の提出

（2）取引先への商品の納品

（3）取引先への代金の請求及び受領

（4）所定の書式による、甲への営業成績等の報告

　

第４条（手数料）

甲が、乙に対して支払う手数料は、別途甲乙協議して定める基準により、毎月の回収代金に基づき算出されるものとする。

第５条（機密情報の取扱）

甲及び乙は、本件業務遂行のため相手方より提供を受けた技術上または営業上その他業務上の情報のうち、相手方が特に機密である旨書面で指定した情報（以下「機密情報」という。）を第三者に開示または漏洩してはならない。但し、次の各号のいずれか一つに該当する情報についてはこの限りではない。

（１）機密保持義務を負うことなく既に保有している情報

（２）機密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報

（３）相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開発した情報

（４）本契約に違反することなく、かつ、受領の前後を問わず公知となった情報

（５）相手方から次項に従った機密情報である旨の表示がなされず提供された情報

２　甲及び乙は、機密情報を相手方に提供する場合、機密情報の範囲を特定し、機密情報である旨の表示を明記して行うものとする。

３　機密情報の提供を受けた当事者は、当該機密情報の管理に必要な措置を講ずるものとし、当該機密情報を第三者に開示する場合は、事前に相手方からの書面による承諾を受けなければならない。ただし、法令の定めに基づきまたは権限ある官公署から開示の要求があった場合はこの限りでない。

４　甲及び乙は、第２項に基づき相手方より提供を受けた機密情報について、本契約の目的の範囲内でのみ使用し、複製、改変が必要な場合は、事前に相手方から書面による承諾を受けるものとする。
第６条（契約期間）

本契約の有効期間は、本契約締結の日から○年間とする。ただし、当該有効期間満了の１ヶ月前までに当事者のいずれからも書面による変更または解約の申し入れが無い場合は、本契約は同一条件にて○年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。

第７条（合意管轄）

本契約に関する紛争の管轄裁判所は甲の本店所在地を管轄する裁判所とする。

以上、本契約成立の証として本書2通を作成し、甲乙各自1通を保有する。

平成○○年○○月○○日

（甲）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印

（乙）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印







